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This paper aims to explain the changes in pupil numbers and resulting schools 
closures. From 1963 to 1980 the number of pupils declined drastically and the 
amalgamation and reorganization of schools proceeded massively. The 
number of pupils has been falling down since 1983 but there were no major 
changes in school numbers until 2002. However after that many schools shut 
down as the large scale merging of municipalities took place. We classified 
municipalities into 4 categories determined by the changes of school numbers 
in them and analyzed characteristics of the types.  
 

１．序論

年の学校教育法の制定により中学校教育が義務化され、学校

施設の整備拡充が進められたが、 年の｢町村合併促進法｣施行に

より少規模町村の合併が強力に進められ注１ 、これに伴い学校施設の

見直し･再編が課題となった。 年の｢新市町村建設促進法｣により、

学校統合時の校舎建築費に対する国庫補助率が から に引上

げられるとともに、｢公立小･中学校の統合方策についての方針 中央

教育審議会 ｣を策定し、その中で学校統合基準注２ が示され、 年

の｢義務教育諸学校施設費国庫負担法｣に組込まれた 。

さらに 年代の高度経済成長期以降、地方から大都市地域への

人口移動が加速し、全国的にも人口減少が著しい中国地方の中山間

地域や島嶼地域では、生徒数減少を主要因とする中学校の統廃合が

進行した。さらに 年の｢過疎地域対策緊急措置法｣により、統合

校舎建築の国庫補助率が に引き上げられ、過疎地域における学

校統合の動きが加速した注３ 。しかし 年には文部省通達｢公立小･

中学校の統合について｣が出され、全国の学校統廃合は以後減少に転

じた注４）。 年代前半には第 次ベビーブームによる生徒数の回復

により、地方圏においても生徒数の減少傾向は一時期収まるが、その

後は再び大幅な減少に転じ、学校の小規模化が進行した。

その後、過疎地域の自治体においては行財政基盤の弱体化により、

年以降自治体合併推進施策により都市自治体と合併し、広域自

治体を形成した地域も多く、生徒数減少･校舎の老朽化・耐震化の要

請等に伴う学校再編や建替え注５）、あるいは廃校施設の維持管理と利

活用が主要課題となっている自治体が多い。過疎地域における地域

コミュニティの維持と活性化を図る上では、子育て世帯の定住促進

のための学校の存続を始め、学校の再編・建替え、廃校施設の有効活

用等の課題を解決してゆくことが重要である。

これらの課題に関連する既往研究には、廃校の発生要因を分析し

た研究 、統廃合と廃校舎の利活用決定プロセスの関連を考察した研

究 や、廃校のある地域属性の特徴と再利用に関する研究 、廃校

の施設利用に関しては公立小中学校施設の運用状況に関する研究

等があるが、地域計画論の観点から、高度経済成長期以降の地方の農

山漁村地域における、児童・生徒数減少に対応した自治体の学校存

続･再編の取組みの経緯とその結果が地域社会にもたらした影響を

検証することが、今後の公立小中学校施設の計画方法論と地域コミ

ュニティ再編計画論の統合的構築に向けた課題と考える。そのため

には過疎化が進行する広範な農山漁村地域を抱え、人口減少が顕著

な地方県全域を対象に、小学校のみでなく、学年数が少なくかつ複式

学級編成時の免許外教科担任等の中学校特有の問題を有すため注６）、

生徒数減少が廃校をもたらす可能性がより高い中学校の学校数推移

を時系列的に把握することが課題として位置付けられる。

そこで本論では、小学校の報告 に引続き山口県を対象に公立中学

校 校毎の生徒数、学校の新設･廃校に関するデータベース

年 注７）を構築し、生徒数推移をもとに時期区分を行い、 年

時点の旧市町村区域を分析単位とし、自治体所管学校数と増減率の

関係を整理した上で、生徒・学校数増減率を指標に自治体の生徒・学
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図 1 中学校・生徒数の推移と時期区分 

校数推移形態の類型化を行い、中学校の時期的･地域的推移の特徴を

明らかにすることを目的とする。分析資料は山口県教育委員会所管

学校一覧 、山口県教職員録 － 注８）を基本とし、

この他に各自治体の史誌、山口県教育史等の文献資料及び自治体ヒ

アリング調査結果資料を用いる。 

 

２．山口県における時期別生徒・公立中学校数の推移

山口県の生徒･学校数 本･分校 の推移を図 に示す注９）。先ず県の

全生徒数推移をもとにⅠ期からⅤ期に時期区分した。

Ⅰ期 は、戦中戦後の混乱期 における出生

数の一時的減少を要因とした生徒数減少と、第 次ベビーブームを

要因とした大幅な増加により生徒数の増減が著しい。一方中学校数

は、 年の 校 分校･私立を含む 注 ）から 年には 校

本校のみ に急減した注 ）。 校の新制中学の校舎は、独立校舎中

学校 校の内、高等科単置校の転用 、小学校校舎の転用 、公有建

物の転用 、青年学校校舎の転用 校で、また併置校舎の中学校

校の内、小学校併置 、高等学校併置 校で、地元市町村にとっ

て専用校舎の建設は最重要課題であった注 ）。

学校数はその後 年まで減少傾向にあり生徒数増減との関連

は見られない。 年にかけては生徒数増加に対応した学校の

分離新設が 校認められるが、 年には － 年にかけて合

併が行われた 市町で統合が行われ、 校が廃校となっている。

年には合併後の 町で統合が進められ 校が廃校となり、

年にも合併後の 町で統合が進められ 校が廃校となった注 ）。ま

た生徒数が急増した 年にかけては、廃校･分離新設校数が

多いものの学校総数は増加しておらず、学校当たり生徒収容人数の

増加により対応されたものと考えられる。

このようにⅠ期全体 年以降 としては廃校 校 ･新設

校 ともにⅡ期に次いで多いのが特徴で、 年の学校教育法制定

による応急的施設での中学校の開設に始まり、その後本格的な学校

建設が進められたものの、昭和の大合併を契機とした合併町村間で

の学校再編が行われたことがうかがえる。

Ⅱ期 は、高度経済成長期の都市地域への人口移動と

戦後の大幅な出生率低下により、生徒数が 千人から 千人に

急減した。本･分校合わせ廃校が 校 内分校 校 発生し 期の

中で最も多く、農山漁村地域の生徒数減少と本･分校の廃校が急速

に進行した時期である。 年には合併後の 町で計 校の統廃

合により 校に減少し７校が廃校に、翌 年には 市 町で

各々 校が統合し 校が廃校となった。 年には 市町で 校が

統廃合し 校が廃校となる。 年には 市 町で夫々 校が統合

し、 校が廃校となり、 年には 町で 校が 校に統合し 校

が廃校している。文部省通達が出された 年と 年には統廃合

は行われていないが、 年には県北山間部の錦町で５校が１校に

統合、小規模校 校が廃校となり、翌 年にも 町で 校が統

合により 校に削減され、小規模校 校が廃校となった注 ）。

第 次ベビーブームによる生徒数増加のみられたⅢ期

は、生徒数が 千人から 千人に増加し、都市部で 校が新設さ

れており、廃校は  校のみと少ない。

Ⅳ期 は再び生徒数が減少に転じ、生徒数の年平均増減

率は と高いものの、廃校数は 年間で 校であり他の時期と

比較すると相対的に少なく、学校の小規模化が進行した時期といえ

る。この他 市で 校の分離新設が行われている注 ）。

Ⅴ期 の市町村合併が進められた時期注 ）には、 年間

で 校が廃校しており、特に合併が大規模に促進された － 年

の 年間に 校と集中していることから、生徒数減少に加え市町村

合併を契機とした中学校の統廃合が進められたものと推測される。

年には過疎地域の 町で夫々 校が１校に統合され、小規模

校 校が廃校となり、 年には市と合併 した 町で 校が

校に統合し小規模校 校が廃校に、１市で小規模校 校が廃校とな

った。 年には市と合併 した 町で 校が 校に統合され、

小規模校 校が廃校となった注 ）。また島嶼部の周防大島町では

年に旧 町の小規模校 校が統合し 校が廃校となり注 ）、Ⅴ期には

合併を契機とした小規模校の再編が進められたことを示している。

 
３．旧市郡部における自治体の廃校状況 

図 旧市町村別中学校数

注1） 学校が統合する際、母体となった学校を「統合校」と定義する 
注2） 学校が分離する際、母体となった学校を「分離校」と定義する。 
注3） 1949～1959 の分校は含まない 
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旧市町村の学校数

旧市町村毎の 年時点の学校数 本校･分校 を図 に示す。

市の内 市が 校以上の学校を所管しているが、これらの地域は県

内では人口規模が大きいため生徒数も多く、かつ行政区域面積が広

めである。その他の市は 校が多いが、長門･下松･小野田市は

校と少なく、分散型都市構造を有す山口県では市間の中学校数の差

が大きい。旧郡部 町村 では 校の中学校を所管する町村が

自治体、 校が 自治体で、 割の自治体が所管学校数 校以下

である。 校の 自治体では 年時点で旧村毎に中学校が存在

し、昭和の大合併を契機とした中学校の再編が進んでいない地域と

推測される。

旧市郡部における時期別学校数の推移

次に市･郡部別に各時期の期首学校数、期内増減数、増減率 ＝各期

内増減数 各期首学校数× を求め比較を行う。時期区分･旧市

町村学校数別の分校を含む学校数推移状況を表 に示す。

市部ではⅡ期に 校が減少したが 増減率 、所管数が 校以

下の 市ではⅤ期まで変化は見られない。Ⅲ期は生徒数が増加した

ため 校新設されている。再度生徒数が減少したⅣ期では、 校以

上所管自治体で 校減少しているものの、 校の自治体では 校

増加しており、合計増減数は 廃校 校・新設 校 で学校数の変

化は少ない 増減率 ）。生徒数の減少傾向が低下したⅤ期には、

校の自治体で 校、 校以上の自治体で１校減少しており 増

減率 、生徒数の減少が進行したⅣ期と比較すると学校数の減

少が進んだ点が特徴である。但し市部ではⅤ期の統廃合が郡部に比

べ少ないため、平成の大合併が中学校の統廃合に与えた影響は低い。

郡部では、分校数が多くかつ分校の廃校が進んだため全体的に減

少率が高い。Ⅱ期の平均増減率は 減少数 校 と 年間の

みで郡部の 割近い学校が減少している。Ⅲ期は県全体の生徒数が

増加した時期であるが、郡部では学校数の増加は見られず、１校減少

している。Ⅳ期の平均増減率は とⅡ期よりも低く、 校の自

治体の減少は 校 増減率 ）、 校の自治体で 校 増減率

、 校での減少はなく、生徒数の減少に伴う本校の小規模

化が進行した時期として位置付けられる。Ⅴ期は平均増減率が

減少数 校 とⅡ期に次いで高く、市部と比較すると大幅に

上回る。特に郡部では所管数の多い 校の自治体での統合が進め

られたことを示す 増減率 。Ⅱ－Ⅴ期にかけて郡部全体で

校 割 が減少し、自治体所管学校数が多くなるにつれ廃校の割合が

高い 増減率 。

Ⅴ期 

表１ 旧市町村の学校数 本校＋分校 推移

推移状況

図 時期別本校廃校率

表１ 旧市町村の学校数別廃校率
Ⅳ期 Ⅱ期 

凡例 学校増減率＝ 各期末学校数―各期首学校数 各期首学校数、

合計学校増減率＝ 年度学校数― 年度学校数 年度学校数

注 ）学校数欄の括弧内の数値は自治体数を示す。

注 表中の学校数は期首学校数、括弧内は各期間内の学校増減数 分離新設数－廃

校数 を示す。

Ⅱ期 

Ⅲ期 

Ⅳ期 

1～2 3～5[3] 6～10[6] 11～[4] 計[自治体数]

学校増減数 13 51(-4) 59(-5) 123(-9)
学校増減率 0.0% -7.8% -8.5% -7.3%

学校増減数 13 47(+1) 54(+3) 114(+4)
学校増減率 0.0% 2.1% 5.6% 3.5%

学校増減数 13 48(+2) 57(-3) 118(-1)
学校増減率 0.0% 4.2% -5.3% -0.8%

学校増減数 13(-2) 50(-3) 54(-1) 117(-6)
学校増減率 15.4% 6.0% -1.9% -5.1%

(-2) (-4) (-6) (-12)
-15.4% -7.8% -10.2% -9.8%

1～2[26] 3～5[14] 6～10[3] 11～ 計[自治体数]

学校増減数 39(-4) 52(-17) 19(-10) 110(-31)
学校増減率 -10.3% -32.7% -52.6% -28.2%

学校増減数 35 35(-1) 9 79(-1)
学校増減率 0.0% -2.9% 0.0% -1.3%

学校増減数 35(-2) 34(-4) 9 78(-6)
学校増減率 -8.6% -11.8% 0.0% -9.0%

学校増減数 32(-1) 30(-11) 9(-4) 71(-16)
学校増減率 -3.1% -36.7% -44.4% -22.5%

(-7) (-33) (-14) (-54)
-20.5% -63.5% -73.7% -50.0%

(-7) (-33) (-20) (-6) (-66)
-20.5% -55.0% -26.7% -10.2% -28.3%

第Ⅱ期

第Ⅲ期

第Ⅳ期

第Ⅴ期

学校数(1960）

第Ⅱ期

第Ⅲ期

第Ⅳ期

第Ⅴ期

小計

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-小計

郡部
[43]

合計

市部
[13]

学校数(1960）

注1

注2

図 時期別本校増減率

Ⅴ期 
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以上、市部と郡部の自治体では各時期の廃校の発生状況に相違が

見られ、生徒数が大幅に減少したⅡ期には市部で 校 、郡部

では 校 が減少している。またⅤ期の市部では減少は 校

のみであるが、郡部では 校が減少しており、生徒数の減少に加え

平成の大合併と関連した小規模校の政策的統廃合が行われたものと

推察される。

時期別学校増減率分布

次に各自治体の時期別本校増減率分布を図 に示す。Ⅱ期は県東

部の岩国市周辺の山間地域で廃校が多く、増減率が を上回る自

治体 錦･美和･周東･熊毛町 もある。また県北西部の日本海側でも増

減率が 割を超える自治体が 町 村あり、中山間地域で廃校が進

んでいる。Ⅳ期は主要都市 徳山･萩･岩国・柳井市 や萩市周囲町村で

廃校が発生しており、Ⅱ･Ⅳ期ともに増減率が 割を超える自治体

福栄村･美川町 が存在する。Ⅴ期には中山間地域や島嶼地域を中心

に再び廃校が増加し、都市と合併した町村 豊北･豊浦･須佐･田万川･

徳地町 で廃校が多く見られ、特に豊北･徳地･阿東町では増減率が

割を超える。

４．自治体の生徒数と学校数推移の特徴

生徒・学校数増減率を指標とした自治体の類型化

廃校発生状況の自治体毎の特徴を明らかにするため、表 上段に

示す 年時点の学校数、各期の生徒増減率･学校増減率 Ⅱ期は分

校の減少が多いため指標に加えている の 変数を用いてクラスタ

ー分析 法 を行い、 自治体の生徒･学校数増減率の推移パタ

ーンを タイプに分類した。各類型の指標平均値を表 、各類型の生

徒･廃校数推移平均値を図 、自治体類型分布を図 に示す。

本校維持型 自治体 は所管学校数平均が 校と多く、Ⅱ期の

生徒数増減率が と高く平均 人から 人へ減少している

が、都市部では規模の大きな学校が多いため学校数はほとんど変化

なく、増減率は と低いのが特徴である。Ⅲ期は生徒数増減率が

と高く、期末には 人へ増加しており、大規模化と分離新設

が進行した時期である。Ⅳ期には再び 割生徒数が減少し期末には

人まで減少したが、学校の小規模化は進行したもののⅢ期の生

徒数増加の影響で廃校が少ないものと考えられる。Ⅴ期は生徒数の

減少傾向が緩やかになるが、廃校数は他の時期に比べやや多い。県内

の主要都市自治体が属しており、生徒数の減少が相対的に緩やかに

推移したため廃校が少ないタイプとして位置付けられる。

廃校継続型 自治体 は平均所管学校数が 校で、行政区域

が広い地域または都市部に隣接し比較的人口の多い地域の自治体が

該当する。Ⅱ期の生徒数増減率が と高く平均 人から

人へ減少しており、特にⅡ期の本校増減率が と際立って高く、

平均 校から 校まで減少しているのが特徴である。またⅢ期

の生徒増減率は と増加はしているが他の類型と比較すると低い

水準である。Ⅳ期は生徒数増減率が と高く、期末には 人ま

で減少したものの、本校増減率は と低い。Ⅴ期の生徒数増減率

は と減少傾向が弱まるが、逆に本校増減率は とⅣ期よ

りも大幅に高く 校から 校まで減少している。このようにⅡ･

Ⅴ期を中心に廃校が進んでおり、 以降に大規模な統廃合が行わ

れたが、生徒数の減少に歯止めがかからず、平成の市町村合併を契機

に再度統廃合が進められたものと推察される。

廃校継続型 自治体 は所管学校数平均が 校と一校型に次

いで少ないタイプで、中山間･島嶼地域に位置する過疎自治体が多い。

生徒数増減率の時期的変化は、Ⅲ期の増減率が と高い点を除い

ては廃校継続型 と類似するが、Ⅱ期の増減率は で廃校継続型

と比較すると低い。しかしⅣ･Ⅴ期には本校増減率が各々 、

に上昇しており、Ⅱ期の生徒数減少期に統廃合が進められなか

ったため、Ⅳ期以降の生徒数減少による小規模化がさらに進行し、特

にⅤ期に生徒数減少と平成の市町村合併を契機として、統廃合が進

められたものと推察される。

表 2 生徒・学校数推移を指標とした自治体類型結果 

図 自治体の類型分布

本校維持型 廃校継続型 A 

廃校継続型 B 一校型 

Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期 Ⅴ期
Ⅱ期
分校

Ⅱ期
本校

Ⅲ期
本校

Ⅳ期
本校

Ⅴ期
本校

本校維持型 8 11.0 -39.1 15.0 -41.0 -9.1 -62.5 -1.4 3.9 -2.0 -6.9

廃校継続型A 13 5.2 -58.1 5.2 -48.6 -24.6 0.0 -40.5 0.0 -5.4 -25.3

廃校継続型B 20 2.4 -66.2 10.3 -48.3 -21.5 -10.0 -8.3 -2.5 -10.8 -18.3

一校型 15 1.0 -51.7 14.1 -41.6 -9.1 -6.7 0.0 0.0 0.0 6.7

類型
自治
体数

学校数
平均

生徒増減率(%) 学校増減率(%)

図 類型別生徒・学校数の推移
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一校型 自治体 は 年時点の自治体所管学校数が 校のみ

で、現在も旧自治体に 中学校が存続し統廃合が見られないタイプ

である。Ⅱ期の生徒数増減率は で平均 人から 人へ減

少しているものの、廃校継続型 と比較すると減少が少ない。ま

たⅢ Ⅴ期の生徒数増減率も本校維持型と類似しており、廃校継続型

･ と比較すると減少が少ない点が特徴として指摘される。これらは

沿岸部の人口・面積が小規模な自治体と中山間地域に位置する自治

体が多く、生徒数減少による学校の小規模化は進行しているものの、

減少が緩やかなため、現状では旧自治体間を跨ぐ統廃合は行われて

いない。

規模別学校数の推移

自治体の生徒･学校数推移タイプと学校規模の関係を検討するた

め、自治体類型別に学校規模別の本校数推移を表 に整理した。全

体的傾向としては 人以下の生徒数が少ない学校の廃校が多く、Ⅱ・

Ⅳ期に 人規模の学校の減少がみられるが、 人以上の学校

では廃校はほとんどみられない。

本校維持型の全学校数は 校 Ⅱ期期首 から 校（Ⅴ期期末）

とほぼ変化はないが、 人以上の大規模校がⅣ期の時点で 校と

多いもののⅤ期には 校まで減少し、特に 人以上の大規模校が

Ⅳ期末の 校から 校に激減している。一方 人以下の小規模校

は増加傾向にあり、学校の小規模化が進んでいる。

廃校が最も多い廃校継続型 は、Ⅱ期期首には 人以上の学校

が 校と多いが、Ⅱ期末時点で生徒数 － 人規模の学校の

統合が進められ、Ⅱ期全体では 校のうち 校が減少した。この

結果Ⅲ期期首には 人以上の学校が 校から 校に激減し、一

方 人以下の学校が 校から 校に増加している。Ⅳ期の学校数

の減少は小規模校 校のみで、学校の小規模化はさほど進行してい

ない。これに対しⅤ期は 人以上の大規模校がⅣ期の 校から

校に減少し、 人以下の学校 校の内 校が廃校となり小規模化

による廃校が進んだことを示す。

廃校継続型 もⅡ期期首には 人以上の学校が多く 校 、

人以下の小規模校での廃校 校 はあるものの減少数は 校

と少ない。但し 人以上の学校がⅡ期期首の 校からⅢ期期首に

は 校に減少し、かつ 人以下の小規模校は 校から 校に増加

しており小規模化が進んでいる。Ⅲ期には学校数の減少は１校のみ

で、学校規模の変化も少ない。Ⅳ期には、 人以上の学校が 校か

ら 校 Ⅴ期期首 に減少するとともに、小規模校が 校廃校してい

る。さらにⅤ期には 人以下の学校が増加し 校 、内 校が

廃校している。廃校継続型 と比較すると、学校の小規模化の傾向

は類似しており、Ⅱ･Ⅳ期に大規模校が大幅に減少し、Ⅴ期に 人

以下の小規模校の廃校が集中している点が共通した特徴である。

一校型は全時期通して廃校はないが、 人以上の学校がⅡ期には

校あったがⅢ期に 校、Ⅴ期には 校に減少し、経年的に学校

規模は縮小している。しかし、他の類型に比べⅤ期時点でも生徒数

人以下の学校は存在せず、 人以下の小規模校も 校のみで、小規

模校が少ないため長期存続が可能となっているのが特徴である。

５．結論

本論では、山口県の － 年の期間における中学校の生徒･

学校数推移動向の分析を行い、以下の知見を得た。

Ⅰ期 は戦後の出生数減少と第 次ベビーブームの影響に

より生徒数増減が著しく、かつ学校教育法制定による学校建設と合

併を契機とした学校再編により廃校･新設ともに多い。Ⅱ期

は農山漁村地域の過疎化により生徒数が急減し、本分校とも廃校

が急速に進行した時期である。Ⅲ期 は生徒数増加により廃

校は少なく、再び生徒数が減少するⅣ期 も廃校数は比較

的少ない。一方、Ⅴ期 は生徒数減少に加え市町村合併を契

機とした小規模校の政策的統廃合が進められたものと推測される。

各時期の生徒･学校数増減率を指標に廃校プロセスを 分類し自治

体の地域的特徴を抽出した。本校維持型には県内の主要都市自治体

が属し、Ⅱ期期首には大規模校が多いため、Ⅱ･Ⅳ期に生徒数が 割

程度減少し小規模化は進行したがその後も廃校は少ない。

廃校継続型 は広域自治体･都市部隣接地域の自治体が該当し、学

校数が 校程度と多い。Ⅱ期の生徒数増減率が 割と高く、 人

以下の学校を中心に全 校中 校が廃校となり、大規模な統廃合

が行われたが、以降も生徒数の減少に歯止めがかからずⅤ期に再度

小規模校の統廃合が進められた。廃校継続型 は過疎自治体が多く、

学校数は 校と少ないが 人以上の大規模校が多く、Ⅱ期の廃

校は少ないものの、Ⅳ期以降の生徒数減少による小規模化の進行に

よりⅣ･Ⅴ期に小規模校の統廃合が進められた。

一校型は 年時点の学校数が 校のみで、これまで統廃合が行

われていない。Ⅱ期期首には 人以上の学校が大半を占めていた

ため、経年的に学校規模は縮小してきたものの、 年時点も 人

以下の小規模校は 校のみで、長期存続を可能としている。

以上、本論では山口県の旧 市町村を対象に、地域施設計画論の

観点から半世紀にわたる公立中学校の推移動向をマクロに把握し、

表 学校規模別本校数の推移

Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期 Ⅴ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期 Ⅴ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期 Ⅴ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期 Ⅴ期

～30 8 9(-2) 14(-1) 1 4(-1) 7(-4) 8(-5)

～60 4 7 6(-1) 8(-2) 1 6 3(-1) 8(-4) 2(-2) 11(-1) 10(-2) 10(-3) 1
～120 7(-1) 13 11(-1) 8 8(-5) 9 10 9(-3) 1(-1) 11 12(-3) 8 1 1 2(+1)
～240 13 10 7 13 18(-15) 11 10 4 14 12 10 5 3 3 6
～360 16(-1) 9(+1) 9 13 21(-6) 2 2 3 5 3 2 4 1 4 2 4
～480 7 4 4(+1) 17 7(-1) 4 3 6 12(-1) 1 2 2 4 4 1
481～ 43(+1) 38(+3) 47(+2) 19 12 7 8 1 15 7 8 2 14 3 5 1

計 90(-1) 89(+4) 93(-1) 92(-3) 67(-27) 40 40(-2) 38(-11) 49(-4) 45(-1) 44(-5) 39(-8) 15 15 15 15(+1)

廃校継続型B 一校型廃校継続型A
生徒数

本校維持型

注）表中の数値は期首本校数、括弧内は各期間内の増減数(分離新設数―廃校数)を示す。 
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その地域特性を類型的に概説したが、 年の 年間におけ

る山口県全体の小学校本校の増減率は なのに対し、中学校の

場合は で、中学校の減少がより顕著に認められ、中には小学校

は存続するものの中学校が先行して廃校となる自治体も存在するこ

とから注 ）、人口の継続的減少が見込まれる今日、地域社会における

公立中学校の位置付けや生徒の通学方法などを含めた慎重な学校施

設計画の検討が求められる。

尚、新制中学校創設期における各自治体の学校整備プロセスの詳

細及びその後の市町村合併と学校統廃合の関係については、稿を改

めて報告する予定である。最後に、本研究は日本学術振興会科学研究

費 の助成を受けたものである。

注

） 年に｢町村合併促進法｣が制定･施行され、人口 人未満の町村を対

象に合併が進められた。市町村数は全国で から

に、山口県では から に減少している。この町村合併促進により、

－ 年代前半期に再度中学校の統廃合が行われた。

）小規模校を統合する場合の規模は「おおむね 学級ないし 学級を標準

とする」、通学距離として「小学校児童は ㎞、中学校生徒は ㎞」の基準

が設定されている。

）過疎地域対策緊急措置法 はその後過疎地域振興特別措置法 －

、過疎地域活性化特別措置法 － に継承され、 年以降は

国庫補助率が に引き下げられた。 年以降は過疎地域自立促進特

別措置法となり現在に至っている。

） 年度から危険校舎改築費補助率が学校統合による校舎建設費補助率と

同率の に引上げられたため、老朽校舎改築を主目的とする統合が減少し

たことも、学校統合の減少に影響したものと考えられる。

）近年、小中一貫校による統合が児童・生徒数の減少が顕著な中山間・島嶼

地域の自治体で増加傾向にある。

）学級編制基準では、複式学級は小学校で｢他の学年の児童と合わせて 人

までのときは 学級を編制する。但し 年生を含むときは 人｣、中学校で

｢他の学年の生徒と合わせ 人までのときは 学級を編制する｣と規定され、

中学校の方が単式学級の最低人数は少ないが、中学校は教科担任制が基本の

ため、全国的に小規模校の免許外教科担任問題が課題となっている。

）｢学校一覧｣では学校間の具体的統廃合パターンの確定が困難なため、市町

村史等の資料収集とヒアリングにより各校の統廃合と新設の経緯を調査し

た。本論では、 校に 校が統合され名称変更がない場合、 校が統合され

名称変更されるが既存 校の敷地･校舎を利用する場合には、 校を｢統合

校｣、 校を｢廃校｣と定義する。 校が統合され名称変更と校舎の建替え･新

設が行われる場合、生徒数の多い 校を｢統合校｣、校を｢廃校｣と定義する。

校から 校が分離新設される場合、 校を｢分離校｣、新規に建設された

校を｢分離新設校｣と定義する。また大規模住宅団地建設等により新規に開設

された学校を｢新設校｣と定義する。

）山口県教育庁教育政策課保管の｢学校一覧｣資料により、 年 月

時点の全公立中学校 本校･分校 の所在地･生徒数･学級数等の基本情報を収

集した。 年は、山口県教職員録記載の学校情報を収集した。但し

年は中国地方 県ともに教職員録の所在が未確認であり、発行さ

れていない可能性が高く、他の関連資料の検索収集が必要である。

）分校は｢学校一覧｣には記載されているが、教職員録には記載されていない

ため、分析は 年以降について行った。

）文部科学省学校基本調査より山口県の 年の学校数を参照した。

）新学制が施行された 年 月時点では、旧制中学 年次 が並存し

ており、 年から全て新制中学に統合されたため学校数が急減している。

）宇部市では開校当初、小学校併置 校･独立青年学校舎転用 校、青年学

校･小学校利用が 校で、施設設備の準備が遅れ多くは小学校併置を強いら

れた。山口市では小学校併置 校･青年学校舎転用 校･中等学校一部借用

校･高等女学校併置 校であった。下関市では、小学校併置 校･独立青年

学校転用 校、複数施設併設開校 校、校舎建設 校、不明 校である。長

門市では小学校併設 校、青年学校転用 校、複数施設併設 校、不明 校

で、仙崎中学校は元引揚援護局も間借し 施設を使用していた 各市史 。

）Ⅰ期の 年には、豊田町 年に 村合併 で 校が統合し 校とな

る。秋芳町 年 村合併 では 校が統合し 校となる。宇部市では

年に合併した旧 村の 校が統合し 校となる。大内町 年 村合併

では 校が統合し 校となり、計 校が廃校した。 年には、豊浦町

年 町村合併 で旧町村の 校が統合し１校となる。豊田町で 校が統合し

１校となる。美東町 年 村合併 で 校が統合し 校となり、計 校

が廃校した。 年には、秋芳町で 校が統合１校となる。大畠村 年

村合併 で 校が統合し 校となり、計 校が廃校した。

）Ⅱ期の 年には、豊北町 年 村合併 で 校が統合し 校となる。

美和町で 校が統合し 校となる。熊毛町 年 村合併 では 校が統

合し 校となり、計７校が廃校している。 年には、岩国市･柳井市･豊北

町･美和町で夫々 校が統合し、計 校が廃校している。 年には、下関

市では旧吉田･王喜村の 校が統合し 校となる。東和町 年 村合併

では 校が統合し 校となる。 年には下関市の分校 が本校 と

統合、下松市の 校 統合時生徒数 以下同 人 が統合した。また阿

東町の 校 人 が統合、油谷町の分校 人 が本校 人 と統

合し、 校が廃校している。 年には上関町の 校 人

が１校に統合、美和町の 校 人 が１校に統合し、計 校が廃校し

ている。 年には、錦町の 校 人 が統合し１校とな

り、計 校が廃校した。 年には周東町の 校 人 が統

合し１校となる。また福栄村の 校 人 が統合し１校となり、計 校

が廃校した。 年には、美川町の 校 人 が統合し１校に、川上村

でも 校 人 が統合し１校となり、計 校が廃校している。

）Ⅳ期の 年には、下関市の大規模校 人 が 校 人 に分

離した。宇部市の大規模校 人 が 校 人 に、また山口市の

大規模校 人 が 校 人 に分離している。

） 年の｢市町村合併特例新法｣により 年までに市町村数はほぼ半減

した。山口県では － 年の 年間に から 自治体へ半減し、

特に町村数は から 自治体へと減少しており、旧市との合併により広域

自治体を形成した事例が多い 下関･萩･岩国市等 。

）Ⅴ期の 年には、須佐町 年萩市と合併 で、 校 人 が統

合し１校となる。阿東町 年山口市と合併 では、 校 人 が統合

し１校となる。阿武町では 校 人 が統合し１校となり、計 校が廃

校している。 年には、油谷町 年長門市と合併 で 校 人

が統合し１校となる。豊浦町 年下関市と合併 では、 校 人

が統合し１校となる。柳井市では 校 人 が統合し１校となり、

計 校が廃校している。 年には、豊北町 年下関市と合併 で 校

人 が統合し１校となる。徳地町 年山口市と合併 では

校 人 が統合し１校となり、計 校が廃校している。

）周防大島では 町が 年に合併し周防大島町となる。 年には、旧

大島町で 校 人 が統合し１校となる。旧東和町でも 校

人 が統合し１校となり、計 校が廃校している。

）山口県豊北町 旧７町村 では、 年には小学校 、中学校 校が存在し

た。 年に中学校 校が 校に統合、 年に小学校が 校統合された。

さらに旧下関市との合併後、 年には中学校 校が 校に統合され、

年時点では小学校 、中学校 校が開校されている。
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